
第24回定時株主総会招集資料

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

・計算書類 「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基
づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面
には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかか
わらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた
ものを記載した書面を一律でお送りいたします。

エンカレッジ・テクノロジ株式会社
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年〜15年
工具、器具及び備品 ２年〜15年

② 無形固定資産
・市場販売目的のソフトウエア 見込販売期間（３年以内）における見込販売収益

に基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基づ
く均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計
上しております。

・自社利用のソフトウエア 見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

（３）引当金の計上基準
賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており
ます。

役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の
うち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務に基づき計上しております。

従業員株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に
備えるため、当事業年度末における株式給付債務
の見込額に基づき計上しております。
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（４）収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

当社のパッケージソフトウエア事業におけるライセンス売上は、出荷時から当該製品
の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識
しております。なお、収益は、顧客との契約において約束された取引価格から、代理店
に支払われる販売奨励金等に支払われる対価を控除した金額で測定しております。
また、同事業における保守サポートサービス、クラウドサービス、コンサルティング

サービスの各売上については、顧客との契約期間を履行義務の充足期間として、履行義
務を充足するにつれて、充足した履行義務に配分された額で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで
す。
市場販売目的のソフトウエア 122,000千円
市場販売目的のソフトウエアについては、無形固定資産に含めており、見込販売期間

（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基づく
均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を減価償却費として計上しております。
また、減価償却を実施した後の未償却残高が翌事業年度以降の見込販売収益の額を上

回った場合、当該超過額は一時の費用又は損失として処理しております。
市場販売目的のソフトウエアの償却計算および評価に使用する見込販売収益は、市場

販売目的のソフトウエアの販売計画を基礎として見積っております。
販売計画の見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性

があり、実績が販売計画の見積りから大きく乖離し、当該販売計画に重要な影響を及ぼ
すこととなった場合等においては、翌事業年度の計算書類において、市場販売目的のソ
フトウエアの金額に重要な影響を与える可能性があります。
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４．会計上の見積りの変更に関する注記
本社事業所等の賃貸借契約に基づく原状回復義務として計上している資産除去債務に

ついて、直近の物価の高騰等を勘案した原状回復費用の新たな情報の入手に伴い、見積
額の変更を行っており、見積りの変更による増加額19百万円を変更前の資産除去債務
残高に加算しております。
なお、この見積りの変更による当事業年度の営業利益及び経常利益、税引前当期純利

益への影響はありません。

５．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
（１）取引の概要

2017年３月13日開催の取締役会において、従業員の新しいインセンティブプランと
して「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入することにつ
き決議いたしました。本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件
を満たした当社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。
当社は、従業員に対し役職や業績等に応じてポイントを付与し、株式給付規程に定め

る一定の条件により受給権を取得した時に当該付与ポイントに相当する当社株式を給付
します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金額により将来分も
含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
本制度の導入により、当社従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、業績達成に

向けてこれまで以上に意欲的に業務に取り組むことが期待されます。

（２）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当事業年度末の当社株式の帳簿価額は54,530千円、株式数は
52,200株であります。

６．貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 223,784千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 6,924,200株

（２）当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項
普通株式 261,632株

（注）自己株式の株式数には、株式給付信託（J-ESOP）により信託口が保有する当社株式52,200株
が含まれております。

（３）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 167,869 25 2025年３月31日 2025年６月23日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になる
もの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年６月19日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 174,583 26 2026年３月31日 2026年6月22日

（注）2026年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行
（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金額1,357千円が含まれております。
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８．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、必要な資金は自己資金で賄っております。また一時的な余資につきまして

は安全性の高い金融商品に限定して運用しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券

は、主に長期保有目的の投資有価証券及び業務上の関係を有する株式であり、上場株
式については市場価格の変動リスクに晒されております。非上場株式については発行
企業体の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び未払金は１年以
内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理

当社は、営業債権について経営管理部が取引先別に期日及び残高を管理すると
ともに、入金状況を営業部門へ随時連絡しております。これにより、各取引先の
財務状況悪化による回収リスクの低減を図っております。
投資有価証券は、定期的に発行企業体の財政状態等を把握することにより、当

該リスクを管理しております。
ロ．市場価格の変動リスクの管理

当社は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見
直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理
当社は、経営管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新することにより、流動

性リスクを管理しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。（（注１）を参照くだ

さい。）
また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 52,735 52,735 −

（注１）非上場株式（貸借対照表計上額１円）は、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企
業会計基準第19号2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象としてはおりませ
ん。
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３

投資有価証券 52,735 − −

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 6,907千円
賞与引当金 30,442千円
役員賞与引当金 3,528千円
減価償却超過額 99,889千円
資産除去債務 15,461千円
投資有価証券評価損 6,894千円
その他 1,613千円
評価性引当額 △22,356千円

繰延税金資産合計 142,381千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △15,372千円
その他有価証券評価差額金 △6,495千円

繰延税金負債合計 △21,868千円
繰延税金資産の純額 120,513千円
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10．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

1１．収益認識に関する注記
（１）収益の分解

当社はパッケージソフトウエア事業を営んでおり、事業の製品・サービスの各売上は
以下のとおりであります。

（単位：千円）

製品・サービスの名称 パッケージソフトウエア事業

ライセンス 504,518

保守サポートサービス 1,480,069

クラウドサービス 239,554

コンサルティングサービス 340,161

SIO常駐サービス 17,842

その他 2,490

顧客との契約から生じる収益 2,584,637

（注）その他の主なものはレンタル売上、販売奨励金等であります。

（２）収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりであります。
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（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当事業年度（期首）
（2025年４月１日）

当事業年度
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 211,711 162,333

契約資産 55,058 46,056

契約負債 845,477 1,015,743

（注）１．契約資産は、コンサルティングサービスについて、履行義務の充足に係る進捗度に基づい
て認識した収益に関する未請求の対価に対する当社の権利に関するものであります。
契約負債は、主に保守サポートサービスにかかる顧客からの前受金に関連するものであり
ます。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

２．当事業年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は605,663千
円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当事業年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が

見込まれる期間は以下のとおりであります。
（単位：千円）

当事業年度
（2026年３月31日）

１年以内 596,364

１年超 419,378

合計 1,015,743

1２．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 535円35銭

（２）１株当たり当期純利益 31円94銭

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式は、「１株当たり当期純利益」
算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、「１株当たり
純資産額」算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。
当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は、当事業年度52,641株であり、期末株式
数は当事業年度52,200株であります。

1３．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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